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１ 国土形成計画の提案

　本年７月国土形成計画の全国計画が閣議決定され

た。計画部会で当初案を取りまとめてから閣議決定

までの約１年間、各自治体からの意見や、パブリッ

クコメントに対応する修正を行った。国際経済的に

も、政治的にも激動期であったにもかかわらず、当

初計画を大きく変えることなく決定された。それ

は、計画部会報告（案）に示された方向性が、これ

らの状況変化を超えた意義を有していたということ

であろう。すなわち、計画づくりに際して最も重要

と考える留意点、すなわち

①　人口減少が衰退を意味しない国土、

②�　東アジアにおける各地域の個性と競争力の発

現、

③　新たな「公」を基軸とする地域力の結集、

④�　多様な自立広域圏からなる状況対応力のある国

土、

に、大方の賛同を得られたからだと理解している。

また、この計画の実現のために最も重要なことは、

人々の圏域意識の改変である。すなわち、

①�　地域の競争力は国内ではなく東アジアの中で、

②　国際競争力は都道府県単位ではなく広域圏で、

③�　人口減少下で都市的サービスを維持・向上する

ため、市町村単位ではなく広域生活圏で考えるこ

と

という人々の圏域意識の改変であるという問題提起

である。広域地方計画の中でこれらが具体化される

国土形成計画に基づく
地域活性化

ものと期待している。

　また全国計画に示された具体的施策に関連して、

それぞれの必要性から各省庁の地域活性化施策とし

て種々制度化されている。これからの課題は、計画

の内容を規定する広域地方計画と社会資本整備基本

計画の地方計画とが、地域活性化のための車の両輪

として如何に策定され、これら制度も活用して如何

に実行されるかである。

2 地域活性化に係わる状況変化

　地域活性化が近年社会的課題として注目されるの

は、① 高齢化社会、人口減少社会の到来、② 経済

のグローバル化がもたらした地域格差の拡大、③ 

アジアの経済成長に伴う日本経済の相対的地位低下

など、地域活性化に対するネガティブな要因が顕在

化してきたことにある。

　しかし、地域活性化を具体的に進めるためには有

利な状況にこそ目を向けるべきである。

　第１に、プラザ合意後の円の急騰は、国内の地方

部にとって、工場の海外移転、新規投資の縮減をも

たらし、経済的影響のみならず、将来展望の喪失と

いう意味で大きな打撃となった。しかしプラス面も

あり、部品産業も含めた生産機能の海外展開がアジ

アの経済成長に貢献し、水平分業経済圏を生み出

し、アジアの市場拡大が地域経済にとっての新たな

機会を出現させたのである。第２に、中国をはじめ

とするアジアの経済成長に伴う富裕層の拡大の結

　森地　茂政策研究大学院大学　教授
運輸政策研究所　　　所長
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資環境の競争力、②流通システム、観光地の魅力、

国際空港・港湾や国際会議場など交流環境の競争

力、そして、③域外、海外の人々にとっての教育・

医療・住宅などを含む生活環境の競争力を高めるこ

とである。

　社会資本整備にも、これらの観点からの戦略性が

求められる。

3 新たな地域活性化モデルの要点

　高度経済成長期から80年代までの日本の地域活性

化モデルとは、社会資本整備により、工場立地、農

水産の市場拡大と生産性向上、流通システムの変

革、観光需要の拡大などの効果が発現し、民間投

資、雇用、消費が増大するという好循環であった。

社会資本整備をすればこの好循環が実現するという

成功体験が約30年間続いたために、上記の状況変化

にもかかわらず、地域活性化の戦略やシナリオにつ

いての検討が不足したままの公共投資依存型思考が

プラザ後も継続された。それに反対する考えが、公

共投資不要論という対立概念として登場し、90年代

の試行錯誤となった結果が、失われた10年なのであ

る。ハードではなくソフト政策が重要といった２者

択一的議論もこの時代にもてはやされた。

　今求められているのは、それぞれの地域にあった

新たな地域活性化モデルであるが、その要点は以下

の通りである。第１は、広域地方計画や広域生活圏

計画で、地域戦略を十分議論し、目標を描くことで

ある。第２は、地域活性化に人々や企業の努力を如

何に結集するかである。国や行政への依存体質、域

内企業優先・保護思考、自治体間の連携不足などか

ら脱却し、地域資源を最大限活用し、域外の人材、

企業をも巻き込んだ地域体質強化を図ることであ

る。各地の企業誘致成功例、農産物輸出や食品加工

事業、地場部品産業の世界企業化、大学と共同した

製品開発や街づくりなど、様々な成功事例が存在す

る。第３は、国際競争力や人口減少社会などの課題

果、低価格製品ではなく、安全性、機能性、デザイ

ン性などを重視する需要者層が出現し、日本ブラン

ドの優位性が高まった。りんごなど農産品の輸出が

その典型例である。第３に、SARS や中国での反日

運動、中越地震による製造工程への影響などから、

マスメリットを求めての集中と、リスク回避のため

の分散との両面のバランスの必要性が認識され、更

に国内経済の空洞化への懸念、技術力維持のための

国内機能の重視などもあって、日本企業の国内立地

が見直されるようになった。第４に、東アジア経済

圏の成熟の結果、海外からの観光客の増加や、高機

能ロジスティック施設の立地など交流型産業の展開

が地域にとって新たな機会となっている。第５に、

大連、天津、青島、釜山など、北東アジア都市の成

長の結果、アメリカ・アジア間幹線航路の過半が太

平洋側から津軽海峡、日本海経由に移ったため、日

本海側都市に幹線航路の船舶立ち寄りの可能性が開

けたのである。このことは流通コスト削減、ロジス

ティック機能施設やその他企業立地ポテンシャルな

どの面でも、また北東アジア市場への近接性という

面でも、日本海側地域に新たな機会をもたらしたの

である。

　ところで、地域の生産施設の流出や投資の縮減、

地域格差拡大は、逆戻りできない経済のグローバル

化がもたらしたものである。したがって、それに対

処する方策としては、アジアの繁栄の果実を地域経

済に取り込むことなしには、地域の活性化は有り得

ない。その具体的方法は、地域競争力を国内ではな

く東アジアの中でいかに高めるかであり、地域資源

をいかに活用するかである。「新たな公」という国

土形成計画の提言は、行政のみならず地域の多くの

人々や企業が自発的に地域競争力を高めるための努

力をすることをも意図している。地域競争力を高め

るとは、地域の産業や産品の競争力の向上や海外・

域外からの投資の増加に努めることに加えて、潜在

的可能性を高めることである。すなわち次の３種の

環境条件、①域外からの投資のしやすさに関する投
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に対応する政策手段である社会資本整備を、地域目

標の中に位置づけ、その効果発現のシナリオを策定

することである。例えば、圏央道、新名神高速道路

や日立那珂港による企業立地、副都心線や中之島新

線による都市再開発の進展、湯布院や黒川温泉の観

光地再生、富山の LRTと街づくりなど、民間の活

力を引き出し、効果を循環させる仕組みと工夫は参

考になる。

4 競争型地域支援制度について

　国土形成計画を契機として、「地域自立・活性化

総合支援制度」が設立された。その内容は「地域自

立・活性化交付金」と「地域自立・活性化事業推進

費」である。独自のアイデアで地域を活性化しよう

とすることに対しインセンティブを与え、支援する

仕組みである。一方、補助金が中央集権の手段に

なっているという批判から、まちづくり関係の補助

制度が集約されたものが、「まちづくり交付金」で

ある。また、高齢化社会や環境面で公共交通の必要

性が高まっているにもかかわらず、需要の縮減で経

営が困難になっている公共交通を支えるための「地

域公共交通活性化支援制度」が昨年設立され、本

年、地方鉄道支援策も追加されている。更に本年、

地域の基幹産業になりうる観光地の魅力向上のため

の「観光圏整備計画と整備事業に対する総合的支

援」が設立されている。一方、人口減少に悩む市町

村が、広域生活圏として生活サービスを維持・向上

することを目的として、「21世紀広域生活圏計画」

が、いくつかの地域で試行的に検討されようとして

いる。

　更に、総務省による「定住自立圏構想」推進の先

行自治体の募集がはじまった。人口減少下で隣接市

町村間の協定によるサービス維持と人口流出防止を

図るものであり、その財源として、市町村合併の特

別交付金や条件不利地域支援策の中心都市への適用

などが検討されている。各省庁の競争型支援策と合

わせることにより、地域活性化の政策の体系的適用

とその自治体負担財源確保ができると期待される。

　これらの競争型支援を受けるためには、他の自治

体に比べて計画内容、合意形成など特色ある提案と

なっていなければならない。アイデアや努力が問わ

れるのである。地域の目標を設定し、住民、企業も

含めて関係者でそれを共有し、戦略的な計画を作成

し、それを実行するという当たり前の地域活性化

が、ブロック単位でも、生活圏レベルでも求められ

るのである。

　広域地方計画づくりは正に地域活性化戦略をつく

り上げる舞台であり、各市町村の新たな展望を開く

契機となるはずである。それらの取り組みと重なる

社会資本整備基本計画は地域にとって極めて重要な

意味を持つのである。
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１ はじめに
　我が国の高速道路は、高規格幹線道路の全体計画

14,000㎞のうち約60%が開通しており、主要路線につい

ては概成した段階にある。今後の整備予定路線は地方都

市間との連絡強化、大都市近郊の環状道路の整備、重要

港湾空港とのアクセス強化、重要区間の代替ルートの形

成、混雑区間の解消など、さらなる機能強化を目指した

ものである。平成17年10月には「道路関係四公団民営化

推進委員会」の提言を受け、道路四公団の民営化が行わ

れ、高速道路事業の採算性の向上や利用者の利便性向

上、高速道路が通る地域の活性化に寄与することがより

一層求められている。

　本稿では、当機構の自主研究として、現在の高速道路

サービスの枠にとらわれない、新たなサービスの可能性

について、とりまとめたものを紹介する。

2 高速道路の課題とこれからのあり方

２－１　高速道路事業の現状

　高速道路の整備延長が増加するのに伴い、道路の維持

管理費は増大する傾向にある。アセットマネジメントの

導入により、長期的・戦略的観点から最適な保全計画を

策定・実施し、維持管理費を抑制したり、道路維持管理

を民間企業へ委託する等を行うことで、維持管理費縮減

への取り組みがなされているところではあるが、支出抑

制とともに収入増加方策を合わせて行うことで、事業性

の改善を図る必要がある。

　収入増加を考える上では、高速道路利用収入の増加と

高速道路関連事業による収入の増加が想定されるが、我

が国では高速道路が十分に利用されているとは言えない

状況にある。我が国の全トリップ数に対する高速利用ト

リップは13％であるのに対して、欧米では20～30％であ

り、交通特性の違いがあるとは言え、明らかに低い値と

なっている。さらに、我が国の高速道路の IC間隔は全

国平均で約10㎞であるのに対して、欧米諸国では２～３

㎞である。高速道路が通過する市町村のうち約４割には

ICが無い状況にある。また、高速道路をより多くの方

に利用して頂くためには利用料金についても検討する必

要がある。ある民間企業が調査した結果に拠れば、設定

価格に対して「高くて許せない」と回答したものの第１

位が高速道路料金（53.3％）となっており、消費税

（46.3％）や医療費（35.9％）などよりも割高感を感じ

ている。

　高速道路関連事業による収入（平成13年）を見ると、

営業収入の97.7％が料金収入であるのに対して、SA・

PA事業などの関連事業は2.3％に留まっており、イタリ

ア・アウストラーデ（7.8％）と比較しても低い水準と

なっている。民営化後のＪＲでは運輸業以外の関連事業

（ショッピング、駅スペース活用など）が増加してお

り、平成13年度の実績では収入の30％近く（約7,500億

円）を運輸事業以外で得ている。

高速道路を活用した地域活性化

─  浜田　誠也
プロジェクト推進部　部長

図１　日本および欧米先進国の高速道路交通分担率
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２－２　�高速道路事業の課題と改善のための
視点

　民営化された高速道路会社は収益性を求められてお

り、先に述べたように事業性改善のためには、①維持管

理コストの縮減、②利用率の向上、③収益事業の多様化

が重要な課題である。これらの課題のうち、①は既に高

速道路機構や高速道路会社において検討が進められてい

る事項であるが、②③は【視点１】利用者に目を向け、

もっと便利にもっと身近な高速道路とするとともに、

【視点２】高速道路の存在する地域の利便性向上にも寄

与するべく、地域に根ざした高速道路の実現を目指すこ

とが、課題に対応した事業を創出することに繋がるもの

と考えられる。

3 高速道路を活用した地域活性化サービス

３－１　地域活性化サービス案

　「利用者に目をむけた高速道路事業」および「地域に

根ざした高速道路事業」という視点から高速道路の持つ

機能や資産を勘案し、高速道路を活用した地域活性化メ

ニューを検討した。抽出された地域活性化メニューにつ

いては、①料金制度、②道路構造、③公共交通との結節

性強化、④魅力ある目的施設設置、⑤余剰空間・インフ

ラ活用、⑥情報の有効活用の６項目に分類した。（表１

参照）

　これらの地域活性化メニューは各々が密接に係わって

おり、単独で実施されるのではなく、幾つかのメニュー

が組み合わされることで効果を発揮するものである。

　全国で進められているスマート ICのように、高速道

路ネットワークへのアクセスポイントとなる ICを整備

拡充することで、高速道路の利用機会を増やし、かつ時

間帯割引や往復割引、周辺観光施設とのパッケージ割引

等により、より多くの利用者に多頻度に高速道路を利用

してもらう。さらに、物販・飲食事業の充実等、SA・

PAの新たな事業展開を図ることで、SA・PAを休憩施

設という位置付けから、地域行政や企業と協働で観光の

目的施設へと発展させることも考えられる。

　さらに、自家用車だけでなく公共交通での移動を支援

するため、高速道路と一般道が近接している場所や

SA・PAに、高速バスと路線バスの乗り換えを促進す

るターミナル機能（公共交通結節点）を整備する。バス

を利用した観光の促進、鉄道路線がない地域における、

公共交通での高速道路利用の利便性向上を可能とするな

ど、各々のメニューの組み合わせが、より大きな効果を

生む。

　これら各々のメニューで得られる効果は、道路利用者

だけでなく、道路管理者、沿道地域、民間企業等に対し

ても便益をもたらすものと考える。

図２　日本道路公団の営業収益の構成
出典：都市再生本部資料
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３－２　�観光支援の一例（道路版交通公社
サービス）

　高速道路を活用した観光という観点から言えば、旅行

案内・旅行代理店事業がビジネスとして興味深いもので

ある。観光情報の提供だけでなく、旅行プランの立案・

提供、観光ツアーの紹介、コーディネイトなどのコンサ

ルティングサービスを行い、観光地域を訪れる観光客の

増加を図る。例えば、インターネット環境を活用した方

策として、利用者に家族構成や利用者の嗜好情報を登録

してもらい、出発地と目的地を設定すれば、利用者の嗜

好情報に基づいた旅行プランを提案するものである。

　これをビジネスとして確立するためには、運営費用を

何らかの形で賄う必要がある。旅行プランに盛り込む観

光施設や商業施設などからの広告収入のほか、利用者に

提供する情報のレベルに応じて利用者から徴収すること

も考えられる。無料の場合は道路交通情報と沿道の観光

施設情報のみの提供に留め、有料の場合は、道路交通情

報に限らず、観光、地域物産品や宿泊予約案内、気象、

駐車場情報、時間帯割引を活用した最も効率的なタイム

表１　高速道路を活用した地域活性化メニュー案

項　　　　　　目 地域活性化メニュー案

料金制度

ETCを活用して、高速道路の料金を割り引くこ
とにより、利用促進を図る前払い割引や長距離割
引などはすでに導入されており、今後もマイレー
ジ割引など様々な割引制度が導入される見込みで
ある。

（１）往復割引運賃の設定
（２）周遊券の設定
（３）入場セット券の設定
（４）閑散・繁忙期料金の設定
（５）途中下車制度の設定
（６）乗継割引制度の設定
（７）ERPの導入

道路構造

新たな ICを整備し、IC間隔を短縮することで、
利用者の利便性を向上する。また、小型車専用道
路など新たな高速道路の形態による整備促進など
について検討する。

（１�）スマート ICの導入
　　�（SA、PAと一般道のアクセス確保を含む）
（２）小型車専用道路による道路整備
（３）ダイヤモンド型 ICの導入
（４�）車線数の見直し（供用車線数の削減、分離

２車線の道路整備）

公共交通との
結節性強化

高速道路利用者の利便性を向上させる施策とし
て、鉄道、バスなど他の交通機関との連携を強化
する

（１�）高速バス停留所へのアクセス性向上
　　�（ターミナル設置、他交通手段との結節性向上）
（２）高速バス利用者への情報提供の充実

魅力ある目的
施設設置

開放型ＳＡ等においては、地域の拠点となる施設
整備等を図る。
　SA・PA等において、各種サービスを展開す
ることによって高速道路利用者の利便性向上を図
る。

（１）物販・商業施設の充実・拡大
（２）行政サービスの提供
（３）医療福祉サービス提供場所の拡大

余剰空間・イ
ンフラ活用

高架下、道路上空、IC・SA・PA等の用地を活
用して、多目的な運用を図る。住宅、駐車場等の
整備により事業収入を確保することのほかに、自
治体等に提供し、公共施設を整備することなどが
考えられる。

（１）余剰空間の活用
（２）光ファイバー芯線の貸与

情報の有効活
用

高速道路上およびSA・PA等において情報提供
を充実する。情報板等従来の情報提供機器の拡充
を図るとともに、インフォメーションシャワー、
FMラジオなど新たな媒体による情報提供を実施
する。また、交通情報だけでなく、地域情報など
多様な情報提供を実施する。

（１）提供情報の充実
（２）情報提供施設新設、増設
（３）旅行案内・旅行代理店

※太字下線の地域活性かメニューは特に観光と密接にかかわるもの。
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表２　地域活性化メニューと期待される便益（メニューの評価軸）
期待される便益（期待メニューの評価軸）

道路利用者 道路管理者 沿道地域 一般の民間企業

利
用
料
金
の
低
下

所
要
時
間
の
短
縮

走
行
安
全
性
の
向
上

ド
ラ
イ
バ
ー
快
適
性
向
上

（
快
適
度
の
増
大
）

自
由
度
の
増
加

安
心
度
の
増
加

利
便
性
の
増
加

高
齢
化
時
代
の
移
動
手
段
の
充
実

（
公
共
交
通
の
確
保
）

コスト縮減 収入増加 産業の発展 環
境
改
善
・
環
境
負
荷
の
軽
減

事
業
コ
ス
ト
縮
減

収
入
増
加

事
業
安
定
性
の
向
上

ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
の
拡
大

渋
滞
対
策
費
用
の
縮
減

環
境
対
策
費
用
の
縮
減

道
路
整
備
費
用
の
縮
減

道
路
維
持
管
理
費
用
の
縮
減

通
行
料
金
収
入
の
増
加

付
帯
施
設
利
用
料
の
増
加

観
光
産
業
の
発
展

農
水
産
産
業
の
発
展

物
流
産
業
の
発
展

新
規
軸 適合可能性が

　高い地域

期待メニュー 適合可能性
が高い路線

料
金
制
度

閑散、繁忙期料金の設定１
（時間的集中の軽減） 都市内高速 ● ● ● ● ● ● ● ●

閑散、繁忙期料金の設定２
（季節的集中の軽減）

縦貫道
観光有料

積雪寒冷地
沿岸部
観光都市

● ● ● ● ● ● ● ●

乗継割引制度の導入 都市内高速 ● ● ● ● ● ● ●

往復利用割引料金の設定 縦貫道 ● ● ●

入場セット券による割引 観光都市 ● ● ● ● ●

途中下車制度の設定 縦貫道 ● ● ● ●

道
路
構
造

小型車専用道路による道路整
備 都市内高速 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

スマート ICの導入 全てに該当 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

追越区間付き２車線の高速道
路の導入

端末横断道
拠点有料道

山間部
港湾都市 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

魅
力
あ
る
目�

的
施
設
設
置

物販・商業施設の充実拡大 全てに該当 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

行政サービスの提供 全てに該当 ● ● ● ● ● ●

医療福祉サービス提供機会拡
大 縦貫道 ● ● ● ● ●

公
共
交
通
の

結
節
性
強
化

高速バス停留所へのアクセス
性および利便性向上 縦貫道 ● ● ● ●

余
剰
空
間

活
用　
　

余剰空間の活用 全てに該当 ● ● ● ●

光ファイバーの活用 全てに該当 ● ● ●

広告事業の実施 全てに該当 ● ● ●

情
報
の
有
効
活
用

DSRCを活用したスマート
コミュニケーションサービス
の実施

全てに該当 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

視程不良時の梯団誘導の実施 縦貫道 積雪寒冷地 ● ● ● ● ●

旅行案内、旅行代理店の運営 全てに該当 ● ● ● ● ● ●
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スケジュール等、多様な情報をユーザーの嗜好に合うよ

うに組み合わせて旅行プランを提案する。出発後は

SA・PAでの情報提供の他、宿泊予約変更などのサー

ビスを行うことも考えられる。

4 おわりに
　高速道路を活用した地域活性化では、「利用者に目を

向けた高速道路（使いやすい高速道路へ）」「地域に根ざ

した高速道路（地域活性化に資する高速道路へ）」と

いった視点から、これからの高速道路におけるサービス

を抽出したものである。また、高速道路事業者を含め道

路に係わる関係機関においては、民営化が行われた今、

道路サービス提供者として、地域活性化や観光振興など

事業推進を行うことが重要である。

　今後は、提案した施策が導入され、利用しやすく、地

域活性化に資する高速道路が実現することを期待した

い。

図３　道路版交通公社サービスのイメージ

①ＰＣで予約
□�予約時に、旅行情報、mapコード、渋滞予測情報を入手
□ＳＡ／ＰＡお食事券の発行

②目的地まで高速道路で移動
□ETCで料金課金
□�旅行パック特別料金（早朝夜間割引などの時間外でも割引適用）
□ＳＡ／ＰＡではサービス券でお得にお食事

③目的地到着
□�宿泊施設が予約されているので楽々チェックイン
□宿泊料金も旅行パック特別料金
□さらに、パック料金でもマイルがたまる

温泉宿・ホテル

オートキャンプ場
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１ はじめに
　ITS はセカンドステージに入り、具体的な導入を進め

る段階に入ってきているが、地域の展開はなかなか進ん

でいないのが現状である。

　そのような中、愛知県豊田市では、交通渋滞、交通事

故、公共交通の衰退、中心市街地の空洞化といった課題

に加え、深刻化しているCO２をはじめとする環境問

題、少子高齢化などの変化に的確に対応するため、ITS

をうまく取り入れながら、新たなまちづくりの視点に

立った総合的な交通対策への取り組みを開始している。

　本稿では、他地域での ITS 適用の参考となる具体的

な事例を示しながら豊田市の取り組みについて紹介す

る。

２ 豊田市の現状

２－１　合併後の新豊田市の概要

　豊田市は、愛知県のほぼ中央に位置し、自動車産業の

成長とともに発展した内陸都市である。平成17年４月に

は７市町村合併により、918㎢という広大な市域と市域

の70％という広大な森林を抱えることとなった（図

１）。

２－２　道路交通

　豊田市は、自動車への依存が県内でも特に高い都市圏

域であり、渋滞による社会損失は、年間約500億円とも

言われている。渋滞の発生要因は朝夕に集中する通勤 ･

帰宅時の自動車交通の集中によるもので、大規模事業所

周辺、中心市街地へ向かう幹線道路、河川（矢作川）渡

河部などで特に激しい渋滞が発生している。

２－３　鉄道・バス

　市内には、名鉄豊田線、名鉄三河線、愛知環状鉄道が

乗り入れており、26の駅がある。鉄道やバスなどの公共

交通分担率は、７％である（図２）。バス路線は規制緩

和以降激減し、平成13年におけるバス路線は、約25年間

で１／４にまで減少している

２－４　市民のニーズ

　平成17年度に実施した市民意識調査によれば、「移動

のしやすさ」に関して、道路渋滞の改善、バス・鉄道等

の公共交通サービス水準の向上を挙げる人が多く、施策

の重要度や満足度の関係においても公共交通対策、中心

市街地の活性化等の施策の満足度が低くなっている（図

３）。

豊田市における地域 ITSの取り組み

　 ─ 市本　哲也
企画開発部　研究員

─  浦野　隆
企画開発部・ITS統括研究部　次　長

図１　合併後の豊田市

豊田市名古屋市

図２　豊田市の交通分担

6.0

5.0

6.0

6.5

10.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

56.3 14.5 17.81.4

0.4 71.2 8.1 13.9

0.9 64.9 10.4 17.8

1.7 54.4 11.6 27.3
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鉄道公共交通分担率は約7％ バス 自動車 二輪車 徒歩
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３ 豊田市の交通まちづくり
　豊田市は製造業を中心とした都市ではあるが、２で示

したように道路交通課題の面では典型的な地方都市と考

えられる。

　このような交通課題に的確に対応するため、平成６年

度から道路整備のみならず交通需要マネジメント

（TDM）への取り組みを開始しており、平成11年度か

図３　豊田地区の施策別重要度・満足度

0

20

40

60

80

100

重要度評価点

満足度評価点

鉄
道
・
バ
ス
な
ど
の
公
共
交
通
対
策

行
財
政
改
革
の
推
進

中
心
市
街
地
の
活
性
化

高
齢
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス

防
災
対
策

働
く
場
や
機
会
の
充
実

幹
線
道
路
の
整
備

環
境
問
題
へ
の
対
応

図５　交通まちづくりの基本方針

ソ
フ
ト
施
策

Ｔ
Ｄ
Ｍ
と
Ｉ
Ｔ
Ｓ
の
導
入

ハ
ー
ド
施
策

＜公共交通網系＞ ＜道路網系＞ ＜自転車･歩行者系＞

環境に配慮した交
通ライフスタイル
の変革（モデル事
業の導入による市
民意識の醸成）

かしこいクルマ
の使い方施策
（主にTDMに
施策）の推進

将来土地利用と
一体となった交
通基盤の形成

かしこい交通行動を支援するITS（STAR☆T21）の推進

視
点 

景
観
形
成

 

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
推
進

①選択性のある交
通基盤形成を目
指した公共交通
網の整備

②周辺都市との
交流を活発化
するための道
路基盤の形成

③楽しく歩け、自
転車に乗れる自
転車･歩行者空
間の整備・ネッ
トワーク化

図４　交通まちづくりの理念

世界に向けて情報発信

新しい21世紀型の車の使い方、あるいは
生活のあり方を豊田市で実現し、

その成果を世界に発信できるようにします。

交通モデル都市の実現

積極的なＩＴＳの活用による施策の支援

○クルマと公共交通が調和した円滑な交通社会
○環境と利便性が両立した持続可能な交通社会
○市民の社会参加を実現する世界一安全・安心・快適な交通社会
○豊田市の顔となる魅力と活気に満ちた都心地区と、地域間での 
　盛んな交流を促す交通社会

～理念～
人と環境にやさしい交通まちづくり

世界に誇れる「かしこい交通社会」を目指して

表１　交通まちづくりの目標

2010年目標 2025年目標

渋 滞
◆朝のマイカー通勤
時間を現状から４
割短縮

◆朝のマイカー通人
時間を現状の１/
２に短縮

公共交通
◆バスの利用者を現
状の1.5倍まで増
加

◆公共交通の利用者
を現状の２倍まで
増加

中心市街
地活性化

◆中心市街地への来
訪者を10％増加
◆中心市街地居住人
口を５％増加

◆中心市街地への来
訪者を30％増加
◆中心市街地居住人
口を30％増加

交通事故 ◆交通事故（死傷事
故）を20％削減

◆交通事故（死傷事
故）を1／2に削減

交 流
◆観光入り込み客数
のさらなる増加
（1,200万人以上）

◆観光入り込み客数
のさらなる増加
（1,500万人以上）

環 境 ◆二酸化炭素排出量
を15％削減

◆二酸化炭素排出量
を20％削減

らは豊田市都市圏円滑化計画を策定し、ハード、ソフト

両面から総合的な交通対策を進めてきている。また、平

成11年度には ITS モデル地区の指定も受け ITS のモデ

ル的な導入もスタートさせている。さらに平成17年度か

らは、今までの交通施策を統合化し、「将来の交通まち

づくりビジョン」（図４、５）を示すと同時に、2010年

と2025年の目標（表１）を掲げ、まちづくりと連携した

行動計画を策定し、着実に新たな交通施策を導入してき

ている。

　行動計画を市民や企業と共同して総合的に推進するた

め、「交通まちづくり推進協議会」を組織し、モデルプ

ロジェクトの立案や社会実験を通した市民のライフスタ

イルの変革、市民意識の向上を促すことなどを実施して

いる。

　交通まちづくりにおいて協議会では、渋滞・環境対

策、中心市街地来訪者交通対策、香嵐渓秋季交通対策、

交通安全対策を目的とした４つの部会を設置している

が、ここでは渋滞・環境、中心市街地来訪者対策で取り

組んでいるモデル事業の主な事例を紹介する。
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４ 具体的な取り組み事例

４－１�　豊田市移動支援ポータルサイト「み
ちナビとよた」

　豊田市において移動支援のための情報提供基盤となっ

ているのが、豊田市移動支援ポータルサイト「みちナビ

とよた」である。地図情報で目的地、経路情報、鉄道情

報、バス情報、駐車場情報などが連携しながら、パソコ

ン、携帯、カーナビへとシームレスに提供（図６）する

ことを目的としており、ITS の各種情報提供実験の基盤

にもなっている。

　情報提供実験の一つとして、平成16年度から「冬季道

路情報提供実験」（図７）を実施している。これは、既

存の道路情報収集・提供体制の補完と一般道路利用者へ

図６　移動シーンに応じた多様な情報提供

技術：ＧＩＳマップと標準化された情報群の融合
技術により個別サービスを集約した「総合的な情報」

目的地・観光地情報目的地・観光地情報

地図情報

道路交通情報

公共交通情報

地域情報

官
民
連
携

官
民
連
携

ユーザ
ニーズ
の反映

ドライバー自宅・会社等

CATVパソコン カーナビ

中心市街地

ITS情報
センター

歩行者

ＰＤＡ携帯電話

総合
情報

展開
いつでもどこでも 多様なﾒﾃ ｨ゙ｱ対応

みちナビとよた

民間サービス
との連携

のサービス向上を目的とし、沿線事業者・市民（ガソリ

ンスタンド、コンビニ等）を活用した、新たな体制に基

づく道路管理モデルである。具体的には、沿道モニター

等が携帯電話により、サーバーへ路面凍結等の情報を送

り、「みちナビとよた」上に公開するとともに、パソコ

ンや携帯電話で一般利用者が確認できる仕組みである。

併せて、現状のセンサーやCCTVカメラ等情報も提供

し利便性を高めている。

　このような情報提供の結果、安心して道路を走行でき

る、予定していなかった観光地や店舗に寄り道する行動

が多くなる、公共交通の情報提供で今までより公共交通

を利用するようになるという意見やアンケート結果が得

られ、総合的な移動情報の提供は、市民の交通行動を変

化させ得るものでもある、ということが明らかになっ

た。

図７　冬季道路情報提供実験
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４－２　バスの利便性向上

　豊田市では、地域ごとの特性に応じて都市機能または

生活機能を集約・高度化していく「核」を設定し、これ

らを公共交通でネットワーク化している。地域核と都心

を結ぶ基幹バス（写真１）について、平成19年度には路

線新設、増便、再編、新料金体系の導入、新型車両の導

入等を実施している。

　また、様々な会議での地元意見を踏まえ、地域におけ

るデマンドバスやバスロケーションシステムなどの ITS

施策の実験、導入を進めている。

　特に、需要の少ない地域を中心に電話予約による乗り

合いタクシーの運行を実施している。平成18年度の石野

地区への導入を踏まえ、平成19年度の松平地区において

は時間限定ではあるが、ダイヤ及びルートが予約により

自由に設定されるフルデマンド方式が採用されている。

今後は電話以外のメディアを活用した予約システムにつ

いても検討する予定である（図８）。

　また、基幹バスにはリアルタイムな運行情報提供を行

うためバスロケーションシステム（図９）を導入した。

豊田市移動支援ポータルサイト「みちナビとよた」での

情報提供に加え、携帯電話へのメール配信により最寄り

バス停への接近情報が届く仕組みとなっている。また、

携帯電話に不慣れな高齢者に対し、バス停でバスが通過

したかを確認するための簡易バスロケーションシステム

（図10）についても実験、検証している。

　こうした取り組みにより、バス利用者は順調に増加し

ている。平成20年４月には、路線別前年同月比で最低で

も16％、最大で60％もの増加を示しており、全体平均で

も33％利用が伸びている。

写真1　おいでんバス（基幹バス）
中心市街地玄関口バス	 旭・豊田線

図９　バス位置情報（バスロケ）

図10　簡易バスロケ実験機器

図８　オペレータ操作画面（デマンドバス）
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４－３　共同荷さばき駐車場

　路上での荷さばき車の排除により、歩行者に安全な道

路空間を提供するとともに、排気ガスによる環境問題

や、交通渋滞や事故といった交通問題を解決する手段と

して、平成19年度に中心市街地の西町駐車場において、

ETC技術を活用し自動決済の仕組みを取り入れた共同

荷さばき駐車（図11、写真２）の社会実験を実施した。

運用法は図12の通りで当初から受益者負担を前提とした

有料実験として取り組み、平成20年度からは民間主体で

運営している。直近の路線では荷さばき車両の路上駐車

が56％減少、CO２排出削減量は約1,300トン／年と推計

される。

５ おわりに
　各地で交通まちづくりへの取り組みが展開されている

が、市民との連携、社会実験の実施から実導入、関係者

との合意形成など、それぞれの取り組みが全てうまく進

められている地域は数少ないと思われる。当初豊田市も

同様の問題を抱えていたが、交通まちづくりビジョンと

横断的な目標の設定、行動計画の策定、短期の社会実験

の実施といった一連の流れを作り、実導入に向けて戦略

的な取り組みを推進してきた。特に社会実験を通じて市

民参画による官民連携を強化し、交通施策の市民への理

解とその展開を着実に進めてきており、これらを支援す

る仕組みとして ITS をうまく活用している。

　本稿では、交通まちづくりを支える道具としての ITS

について、当機構と深く関わりのある部分を事例として

紹介したが、豊田市での継続的な取り組みの支援に加

え、今後は他都市における交通まちづくりの支援を通じ

て、地域 ITS の展開を図って行きたい。

図12　共同荷さばき駐車場の運用方法

①　オペレータおよび携帯電話による事前予約制
（将来的には無人化）
②　ETC車載器搭載の登録車両および専用 IDカード
利用車両の併用による利用
③　駐車料金を10円／分とし、精算は月末請求の扱
いとする
④　予約と現地利用状況（WEBカメラ）による入庫
規制装置により駐車枠を確保

図11　西町商店街駐車場レイアウト

写真２　西町駐車場の状況
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１ はじめに
　現在、急激な少子・高齢化により人口減少社会へ突入

しているなかで、中心市街地や中山間地域などで地域の

衰退が進んでいることから、都市再生、中心市街地活性

化などの地域の活力を維持・増進するための施策を強力

に推進することが急務となっています。

　機構では、これまでも自主研究として、地域活性化に

資する施策を対象にして様々な調査研究に取り組み、そ

の成果を踏まえて、国土交通省に施策の提案・提言を

行ってきました。その結果は、平成19年３月の道路法改

正やその運用などに反映され、社会の発展にいささかな

りとも貢献できてきたのではないか考えています。

ここでは、近年の調査研究の中から、地域活性化に関係

した調査研究の成果の一部と、現在、調査部で行ってい

る調査研究の取り組み状況を簡単に紹介します。

２ これまでの取り組み
　機構が近年自主研究として取り組み、その成果を踏ま

えて国土交通省に施策の提案・提言を行ってきたものの

うち、地域活性化に関係する主なものは、次のとおりで

す。

２－１�　高架道路下の利用促進に関する提言
（平成17年７月28日提言）

（１）提言のポイント

　①�　道路構造物との離隔距離を確保する等一定の条件

の下、現行通達による耐火構造要件の弾力的運用は

可能であると整理されたので提言する。

　②�　弾力的運用により、民営化後の道路四公団が、現

状より比較的低コストで事業運営でき、また、都市

内の貴重な空間である高架道路下を利用したビジネ

スの発展に寄与できるものであればと願っている。

（２）施策への反映

　平成17年９月９日、街づくりの観点等から、高架道路

の路面下も含めた賑わいの創出等が必要となるケースも

生じていることを踏まえて「高架道路下占用許可基準」

が策定され、同日付けで道路局長から通知されました。

　同基準では、「街づくりの観点等から高架下の積極的

な利用が必要であると認められる場合には、道路管理上

支障があると認められる場合を除き、占用を認めて差し

支えない。」とされており、公表資料では、「改正後の基

準においては、占用許可を一律に規制するのではなく、

都市計画や周辺の土地利用状況等を踏まえて、地元地方

公共団体の意見を聴いて高架下利用計画を策定し、この

計画に基づくこと等により、高架道路の路面下の適正か

つ合理的な利用を図ることとしました。」と紹介されて

います。これにより、従来認められていなかった店舗等

も占用が可能になりました。

２－２�　公共施設を活用した地上波デジタル
放送ネットワークの整備に向けて（平
成19年５月８日提言）

（１）提言のポイント

　道路管理用光ファイバーネットワークのさらなる利用

の促進を図るため、

　①�　利用対象者として、デジタル放送を行う放送事業

者を追加すること。

　②�　貸出単位として、従来の１線（４芯）単位から、

１芯単位に緩和すること。

　③�　利用料金も、１芯当たりの料金にすることにより

民間企業の負担を軽減すること。

HIDO における地域活性化に関する 
調査研究について（調査部関係）

─  （財）道路新産業開発機構　調査部
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（２）施策への反映

　平成19年度の募集（平成19年10月実施）から、貸出単

位は１芯単位に改正され、料金についても１線64円／ｍ

から１芯16円／ｍとなりました。

２－３�　道路空間の新たな利活用に向けて─
道路空間のビジネス空間としての活用
を通じて─（平成19年５月21日提言）

（１）提言のポイント

　平成19年３月の改正道路法の具体的な運用に当たって

は、以下のような、民間の要望等を踏まえた基準の策定

や柔軟な運用が望まれます。

　①�　協定により道路・沿道空間の一体的管理を行う制

度の対象拡大

　　�　環境負荷軽減施設、防犯・防災に資するような備

蓄空間、たまり空間等の施設や設備にも対象拡大が

望まれ、将来的には、地域の計画等との整合性を確

保することを条件に、道路と沿道空間を一体的に活

用するビジネスが展開できるような仕組みが望まれ

ます。

　②�　利用者ニーズを踏まえた道路空間の利活用基準の

策定

　　�　市町村が地域の住民や事業者のニーズを反映し、

歩道の整備を進めることを期待します。特に、地域

の防犯や活性化に資する利用を踏まえた整備を希望

します。将来的には、ビジネスとして積極的な対応

が可能になるような制度が必要です。例えば、スト

リートパフォーマンス、映画等のロケーション支援

（参考１）
事例１：みどりいっぱいの商店街

車道：
芝生舗装

芝生広場イベントや休憩の場

シンボルツリー 花壇プランター

ベンチ

車のすれ違いのエリア
（ボンエルフ）

街路灯 車止め(ボラード）

歩道：
インターロッキングブロック
保水性舗装

事例２：道路附属物・道路占用物件等への広告ビジネス
〈地域情報タイプ〉 〈商品情報タイプ〉
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等による空間活用や、都市のライトアップのための

空間活用が可能となるような要件緩和・手続き簡素

化が必要と考えられます。

　③　道路空間の占用基準の緩和

　　�　利用者の利便性向上に資する情報提供システムの

設備等（無線 LAN、DSRC等）の設置を可能とす

るとともに、将来的には、新しい充電システムのバ

スの導入に必要な設備等の設置が道路空間にできる

ような施策が望まれます。

３ 現在の取り組み状況
　平成19年度からは、地域活性化を主な目的として、新

たに、「新道路利活用研究会」を設置し、調査研究を開

始しました。研究テーマの選定に当たっては、過去の提

言内容でまだ実現に至っていない事項のほか、会員、さ

らには一般企業からもアンケート調査を行い、その回答

を踏まえて検討したところです。

　研究会の構成や研究の趣旨については、本誌第88号で

既に紹介したところですので、ここでは、研究会での検

討状況を中心に紹介します。

　研究会は、４つの部会（分科会）で構成されており、

それぞれ概ね２か月に１回のペースで会議を開催してい

ますが、第４回の会議までに、

　・会議やアンケート調査によるニーズの把握

　・関連制度とその運用の現状把握

　・�公表資料、アンケート調査、現地調査などによる利

活用事例等の収集・分析

　・道路の利活用の促進に当たっての課題の抽出・整理

を進めてきました。

　10月上旬までにそれぞれ開催する第５回会議では、こ

れらの結果を踏まえて、道路の利活用方策についての提

案・提言に向けた具体的な検討作業に入るための検討対

象事項等の選定を進めるとともに、これまでの検討内容

の中間的なとりまとめを行っていくこととしています。

　以下、特に地域活性化に関係が深いと考えられる事項

について、「道路空間の有効活用と道路管理における民

間活用部会」の２分科会の活動を中心にこれまでの検討

状況を紹介します。

（１）道路の利活用ニーズの把握

　検討を進めるに当たって、道路施設や空間等に対する

利活用のニーズの把握を行っています。

　地域活性化に関するものとしては、駅前や商業地域に

（参考２）

新道路利活用研究会について

道路に対するニーズの高まりと多様化
◆地域活性化・まちづくりへの役割
◆情報化社会の推進への役割　　など
　・既存施設の有効利活用
　・道路空間の有効利活用
　・良質で柔軟な道路管理（地域との協働による管理等）
　・高速道路の利便の増進　　　　　　　　　　　　など　　

新たなニーズの把握とその実現化に向けた検討
新道路利活用研究会の設置

ニーズに対応した施策の展開
◆道路法の改正（平成19年３月）
◆規制改革３カ年計画
◆道路ルネッサンス研究会　　など
　・市町村による国道・都道府県道の歩道等の整備の代行など
　・管理用光ファイバの民間開放など道路施設空間の有効利活用
　・地域との協働による沿道整備や道路管理の検討　　　　　など

◎　道路空間の有効
　活用分科会
（検討テーマ）

●地域活性化や生活の
　利便向上等に資する
　道路上空や地下空間
　の一層の利活用方策

◎　道路管理における
　民間活用分科会
（検討テーマ）

●エリアマネジメント手法
　の活用による道路管理
　方策
●持続性をもった良質で
　柔軟な道路管理方策

など

（検討テーマ）
●道路管理用光ファイバ
　の利用対象の拡大に向
　けた方策
●不感地帯対策等に資す
　る道路空間への情報関
　連機器の設置拡大に向
　けた方策

など など

（検討テーマ）
●スマートＩＣの円滑な整
　備・運営に向けた方策
●地域ニーズを踏まえた高
　速道路施設・空間の利活
　用方策

①道路空間の有効活用と道路管理に
　おける民間活用部会 ②情報化社会における

　道路有効活用部会
③高速道路を活用した
　地域の活性化部会

地域参加等による良質な道路管理、道路空間の一層の利活用による地域の活性化などの実現

など
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おいて商業施設や街区間を連絡する道路上空通路の設

置、地下部分を含む道路空間での商業的利用などが挙げ

られています。また、他の部会でも、道路管理用光ファ

イバーネットワークを利活用して地域の医療や防災性の

向上を図ることや、携帯通信機器等のいわゆるデジタル

ディバイド対策への活用などが挙げられており、高速道

路の有効活用としても新たな ICの設置などによるネッ

トワーク機能の活用のほか、SAや IC の施設敷地など

での地域活性化に資する利活用促進のニーズが挙げられ

ています。

（２）道路空間の有効活用事例等の調査・分析

　道路空間の有効活用事例の調査・分析を行っていま

す。

　地域活性化に関するものとしては、みなとみらい21、

汐留シオサイト、天王洲アイル、品川グランドコモンズ

などの都心部での大規模な開発事業のほか、地方におけ

る開発を伴わない活動も含めて、道路空間を有効活用し

て地域活性化等を図っている事例を収集し、その取組内

容、課題等の整理・分析を行っているところです。

　また、管理・運営上の課題を把握するため、民間を活

用した公物管理による地域活性化の取組事例についても

収集し、管理内容、管理資金の調達方法などの取組内容

や運営上の課題等の整理・分析を行っているところで

す。

　他の部会でも、道路管理用光ファイバーの民間解放の

現状などを公表資料等を用いて整理し、利用者からその

効果や課題を聴取するなどしているところです。

（３）課題の抽出・整理における基本的な方針

　道路空間の利活用の促進に関しては、収集した事例を

基に、緩和がされた事例においては何が緩和の理由に

なったのか、さらなる緩和が必要と思われるものは何

か、といった事項を中心に、道路占用制度の一層の緩和

が図られるために解決することが必要な課題と要素を抽

出・整理しているところです。

　今後の検討においては、地域活性化等に資する道路占

用制度の一層の緩和に向けて、基本的な条件の一つであ

る「公共性」を補完し、あるいは担保してその柔軟な運

用につなげられるものは何か、さらにはどのような手

段・方法を講じればより簡素な手続きが導入できるかと

いったことを具体的に検討していきたいと考えています。

　また、公物管理における民間の活用に関しては、街づ

くりなどにおいて道路を有効活用している事例を見る

と、公的な面整備や民間の個別開発がきっかけとなった

もの、開発のない既存商店会によるものなど様々なタイ

プが見受けられることから、それぞれのタイプごとに共

通して見られる特性あるいは個有の特性を整理・分析

し、持続的な運営ができる組織のあり方やそのための財

源の確保方策（会員の交代に伴う会費（負担金）収入の

確保、収益事業の実施等）、運用ルールなどについて具

体的に検討していきたいと考えています。

４ おわりに
　研究会を立ち上げてからも、平成20年５月には道路特

定財源制度の廃止の方針が閣議決定されるなど道路を巡

る環境には大きな変化が生じています。また、同年３月

には、「地域における公共的な取組みに要する費用への

充当を目的とする広告物の道路占用の取扱いについて」

が道路局長から通知され、地域活性化に資する取組の一

環として行われる広告物の掲載が道路空間でも可能とな

りました。

　このような環境の変化や関連する制度の動向を踏まえ

て、今後、さらに必要な現地調査、ヒアリング調査等を

実施しつつ、地域活性化等に資する道路利活用方策の提

案・提言に向けた具体的な検討作業を進めていきたいと

考えています。

（参考３）

（国土交通省ＨＰから）
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スカード）を駐車場機器へ挿入することが不要となり、
スムーズな入出庫を実現することで高い利便性を享受で
きます。
　DSRC通信制御部にはETC車載器の利用車番号を直
接登録できるため、サーバーなどの管理装置を接続せず
にシステム運用が可能です。また、小型化されたDSRC
通信制御部をゲート機器に組み込むことで、設置スペー
スに制約のある駐車場でも導入していただけます。
　本システムは、駐車場運営会社様の協力のもとで、都
内の駐車場に導入しています。
　次に、機械式立体駐車場（タワーパーキング）におけ
るパレット（自動車搬送台）自動呼出しシステムの紹介

１ はじめに

　松下電器の ITS 関連事業は、1960年代の交通管制シ
ステムの構築からスタートし、道路情報システム、無線
通信システム等のインフラシステムからカーナビゲー
ションシステム等の車載システムへと拡大・発展し、近
年ではVICS システム、ETCシステムなどの普及に対
応して来ております。
　グローバル化と IT化が進み社会環境が劇的に変化す
る中、「IT新改革戦略（2006年１月、IT戦略本部）」で
は、無線通信を活用した安全運転支援システムの実用化
による「世界一安全な道路交通社会の実現」が目標とし
て掲げられました。当社もこのビジョン達成に貢献すべ
く、インフラから車載器まで総合力でシステム開発に注
力し、ITS の普及に取り組んでいます。

２ 当社製品のご紹介

　ETCは2001年から高速有料道路での自動料金収受
サービスとして開始されましたが、現在はETC車載器
のセットアップ累計件数が2,400万件（2008年７月末）
を超え、急速に普及が進んでいます。また、2006年４月
にはETC車載器の利用車番号が民間へ開放され、民間
企業においても決済サービスにETC車載器を利用でき
るようになりました。
　当社は、小型・普及型のETC車載器のほか、この
ETC車載器を様々な社会生活シーンで活用するインフ
ラ機器、さらには次世代 ITS サービスの実現に向けた
ITS 車載器を開発し、安全・便利で環境にやさしいドラ
イブ空間の実現を目指しています。
　引き続き、ETC車載器の利用車番号を活用したシス
テム事例をご紹介いたします。
　はじめに、駐車場における月極利用者向けのサービス
のご紹介です。利用者はETC車載器の利用車番号を事
前に登録することにより、入出庫時において定期券（パ

松下電器の
ITSにおける取り組み

企業紹介

■図１　分離型ETC車載器の例

分離型ＥＴＣ車載器の例

本体部

アンテナ部

・87.9ccのコンパクトサイズ
・カードの誤排出未然防止機能

■図２　ITS 車載器の例

ＩＴＳ車載器の例

GPSアンテナ部 光ビーコン通信ユニット部

ナビゲーション部 DSRC部

DSRCアンテナ部

・ＩＴＳ車載器標準仕様準拠
・ＡＲＩＢ ＳＴＤ-Ｔ75準拠
・ＡＲＩＢ ＳＴＤ-Ｔ88準拠  
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■図４　システムイメージ

アンテナ

ゲート

通信制御装置

■図５　システムイメージ

アンテナ

通信制御部

利用車番号

制御盤
システム

アイパークスシステム松下電器

ループコイル

ETC車載器 機械式立体駐車場

■図３　民生用DSRC路側無線装置

無 線 部無 線 部 通信制御部通信制御部

です。利用者はETC車載器の利用車番号を事前登録す
るだけで、入庫時には降車することなくパレットに自動
車を搭載することが可能となり、操作パネルによるパ
レット呼び出しが不要となります。また出庫時には、庫
内と扉横に設置された光電センサーや埋設したループコ

イルで車両を検出し自動で駐車場扉を閉めるため、利便
性と安全性の向上が図られています。
　本システムは、駐車場機器会社様との協力・連携のも
とでシステム開発を行い、大阪の機械式立体駐車場に導
入しています。
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３ 安全・安心に向けた製品・研究開発

　近年は、ＲＶ車やミニバンの普及が進んでいますが、
当社はリヤカメラやサイドカメラを活用することにより、
バックや縦列駐車における死角の解消や、対向車とのす
れ違いにおける負担を軽減する車載用マルチカメラシス

テムを開発し、安全で安心な運転を支援しています。
　さらに当社は、より安全・安心なモビリティ社会を実
現するため、ドライバーの運転状況や周囲の状況を把握
して、安全運転を積極的に支援していくさまざまな技術
の研究開発についても取り組んでいます。

■図６　車載用マルチカメラシステム

■図７　安全・安心に向けた研究開発イメージ

信号信号

バイクバイク

自転車自転車

歩行者歩行者

歩行者歩行者

標識標識

対向車対向車

視線・顔向き検出視線・顔向き検出

４ 今後の取り組み

　2001年からサービスが開始されたETCは、関係省庁
様や道路会社様等のご努力・ご尽力により社会インフラ
としての整備が進み、交通渋滞解消や地球温暖化防止に
おいて絶大な効果を発揮しています。今後
は、普及したETC車載器を利活用する
「ETC多目的利用サービス」の展開をさ
らに進め、ETCのさらなる普及と導入効
果の拡大を目指していきます。
　今年度は、官民連携による安全運転支援
システムの「大規模実証実験」が、お台場
地区をはじめ各地域において実施される節
目の年です。当社はインフラと車載器の両
面から実験に参画し、路車協調による安全
運転支援システムの社会的な認知度向上に
貢献したいと考えます。また、これを足掛
かりとしてスマートウェイサービスの本格
的な普及活動や、ドライバーや一般市民の
皆様に有益でかつ環境型社会にも適応した

新たなサービスの実現を通じて、積極的に社会貢献して
参ります。
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１ 　はじめに

　中心市街地の現状は、道路の慢性的
な渋滞、狭く歩きにくい歩道、路上違
法駐車、放置自転車、賑わいの欠如、
閑散とした街並み、殺伐とした風景、
地震時の逃げ場の不足等、多くの課題
を抱えている。
　これらの課題を解決していくには、
都市の目指す方向を定め、住居、商
業、業務などの都市活動を最適化する
必要がある。また、「まち」を活性化
させていくためには、地域が主体とな
り、あるべき「まち」と「みち」のあ
り方を議論して実現させていく必要が
ある。
　これまで「まち」の活性化において
は、道路空間では歩道、植栽、無電柱
化等のハード整備や道を活用したイベ
ント開催等のソフト施策を行ってい
る。整備にあたってはハード整備を先
行して行い、それを活用するためのソ
フト施策を行うことが多いため、ソフ
ト施策の内容が制約されてしまうこと
が多く地域住民のニーズを反映できな
い場合がある。今後は、地元主体のソ
フト施策を先行して実施し、地域がま
ちづくりを実感するとともに連携を深
め、地域が必要とするハード整備を行
う方向にシフトしていくことが必要で
ある。
　「スマートウェイ・パートナー会議

道 路 都 市 再 生 部 会（ 事 務 局： 当 機
構）」では、「都市再生に資する新しい
道路整備のあり方」をメインテーマと
して検討を進めてきており、地方都市
の中心市街地活性化の起爆剤として
「総合道路デザイン制度」を提案して
いる。本制度は、「まち」と「みち」
を一体的に考え、全ての沿道関係者が
自分たちの「まち」と「みち」に愛着
を持ち、それを継続していく仕組みを
備えることに対して、円滑な活動を行
えるよう様々な角度から支援しようと
するものである。
　本稿では、「総合道路デザイン制
度」の概要及び適用の具体化方策を紹
介する。

２ 　総合道路デザイン制度

２－１　基本理念

　これまでの都市・地域開発は、狭い
地区毎で進められ、地域全体としての
統一性や連続性はなく、また、地域開
発の事業スピードに道路整備が追いつ
かず、車線数や歩道幅員等が不足した
まま地区開発が進められているのが現
状である。
　そのため、安全で心地よく、賑わい
のある都市・地域にするためには、道
路と街（沿道施設等）を一体的に整備
する必要があり、総合道路デザイン制

度は、地域全体として統一性・連続性
を確保した開発を進めることができる
ようにする制度である。
　また、誇りの持てる都市・地域とす
るためには、沿道の関係者が自分たち
の「まち」と「みち」に愛着を持ち、
それを継続していく必要があり、地域
が主体となってあるべき「まち」と
「みち」のあり方を議論し、実現させ
ていく必要がある。現状では、このよ
うな仕組みや組織が欠けており、地域
コミュニティが希薄であるため、「ま
ち」が衰退してきている。
　そのため、総合道路デザイン制度
は、地域が主体となって「まち」と
「みち」のあり方の議論や実現する活
動の仕組みや組織づくりとその運営を
制度面で支援するものである。
　総合道路デザイン制度は、従来の建
築側の視点ではなく、道路側の視点か
ら「まち」のあり方を見直し、「ま
ち」が目指すべき方向に向けて最適な
道路のあり方を定めて、道路と沿道が
一体となった整備を実現し、新しい
「まち」づくりに向けた骨格を形成す
るための制度である。
　さらに、総合道路デザイン制度は、
地域・沿道関係者が自ら議論し活動す
ることを前提とし、地域の取り組み姿
勢や地域の負担、成果に見合った補
助・支援を行うものである。

REPORT

総合道路デザイン制度による
地域主導のまちづくり

企画開発部　大橋啓造
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２－２　総合道路デザイン制度の骨格

　総合道路デザイン制度の骨格を以下
に示す。

＜総合道路デザイン制度の趣旨＞
◆ 地域の人々が連携して自らが主体となって街づくりに取り組む
◆ �地域連携を深めることから着手し、ソフト施策からハード施策へと実績を

積み上げながら展開する。
◆ 「まち」と「みち」を一体的に考え、
　　「まち＝沿道＝民間」⇔「みち＝道路＝公共（官）」
　　官民連携で「道路空間と沿道空間の一体的整備」を可能とする仕組み
◆ 箱物整備に終わらない、
　　住民参加による「まち・みち整備」⇒ 地域も汗をかく
◆ 地域が費用や役務を負担し、
　　公的負担を低減し、用地提供などにより事業のスピードがアップ
◆ 取り組みや実績に応じて公的支援を行う

総合道路デザイン制度

（１）事業主体

・地域により構成される住民組合法人等（法定団体）
・協議会方式を導入した官民連携事業

（２）事業計画
　　計画立案、事業範囲、事業内容

・協議会方式を導入し関係機関との調整を踏まえ、事
　業計画 ･ 範囲、内容などは住民組合法人自身が決定

（３）事業運営
　　　用地提供、役務提供

・住民組合法人等が、自ら事業を実施
・民地提供による、駐輪場など公共施設の整備
・役務提供による、歩道清掃など公共役務の肩代わり

・補助金（従来の補助金の優先的交付）
・委託金（民地 ･ 役務提供に対する資金提供⇒インセンティブ）
・交付金（事業準備や事業成果に応じて交付⇒ボーナス）

（４）事業評価・採択

・モニタリング（事業準備から運営、成果までの状況開示義務）
・成果主義（競争方式）による持続的な PDCA サイクルの導入
・事業効果により交付金支給を査定（効果と「汗かき」を評価）
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（１）事業主体

　総合道路デザイン制度を適用する事
業主体は、地域に愛着を持つ地域住民

ら主体となって構成される組織が適当
である。
　ここでは、総合道路デザイン制度の

・事業主体は地域により構成される住民組合法人等（法定団体）
・協議会方式を導入した官民連携事業

提案 助言

　
　

○
○
地
区　
　

　住民組合法人（例）
総会

理事会 事務局

地区別の取り組み 横断的な取り組み

オ
ー
プ
ン
カ
フ
ェ
部
会

　
　

○
○
地
区　
　

　
　

○
○
地
区　
　

　
　

○
○
地
区　
　

　
　

○
○
地
区　
　

　
　

○
○
地
区　
　

フ
ァ
サ
ー
ド
部
会

屋
外
広
告
物
部
会

公
共
交
通
支
援
部
会

歩
行
者
空
間
部
会

住民組合法人等（法定団体）の条件
①準備会等を経た後、対象地区内の不動産所有者などの同意を条件として設立
②設立には一定に賛意確認が必要。（２／３の同意）
③住民の申請に対し国が設立を認可、当該地区の開発に対し権限を付与
④対象区域の地権者、商店主、住民、企業などで構成し、参加を原則義務付け
⑤参加者から負担金を徴収し、地区の改善・運営資金に充填
⑥�道路管理者・自治体・公益事業者・自治組織・警察などにより構成される協議

会を組織し十分な調整を行う
⑦事業範囲・事業計画などの重要事項は、規定された決裁手順により決定

協議会
・運営（事務局）：住民組合法人等
・構成員：住民組合法人等、道路事業者、自治体、警察、町内会、道路占有物所有者等

スピーディーな審査

申請
・補助・支援
・実施

＜審査・補助・許認可＞
道路事業者、自治体、警察等

適用にふさわしい事業主体の例とし
て、地域住民らで構成される住民組合
法人を示す。
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（２）事業計画

　地域が真に希望する「まち」を目指
し、地域の発想 ･ アイデアにより「道

①計画立案 ・協議会を通した関係機関との十分な調整
・住民組合法人（事業主体）自身が、事業計画を立案・決定
　（事業計画立案等に必要な準備金などを公的に支援）
・決定に当たっては規約に定めた決裁手順に準拠

②事業範囲 ・道路及びその沿道（下図）
　　※表通りの他、横道も含めることができる
　　※道路空間だけでなく民地（ファサード等）も含まれる

③計画内容 ・具備すべき道路機能
・整備方針、構造 ･デザイン
・整備目標及び事業効果、評価指標
・管理、事業運営方法
・予算・資金計画
・スケジュール等

（３）事業運営

　事業の運営は、地域が「汗をかく
（人 ･ 手間 ･ 用地などを提供）」こと
により、地域による「まちづくり・地
域運営」が実現する。また、地域参加
や負担を引き出すことにより公的負担

を低減するとともに、用地提供などに
より事業スピードがアップする。

図　総合道路デザイン制度の適用範囲

路空間と沿道空間（民地）」を一体的
に整備できる事業計画は、以下のとお
りとする。
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地域の負担 内　　　容

用地提供 ・協定により民間が民地等を公共（施設）空間として提供（駐輪場、案内施設、休憩スペースなど）

役務提供 ・従来公共が実施していた役務を地域が肩代わる（道路清掃、植栽管理、駐輪場管理、自警等）

【事業に係わる公的支援】

・公的資金援助

　　補助金：事業内容に応じた従来の補助金、優先的交付

　　委託金：用地提供や清掃等の役務提供に応じて支払われる資金。

　　　　　　役務提供が多いと余剰が発生し、その使途は事業主体が任意に決定可能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒インセンティブ

　　交付金：事業準備や事業成果に応じて支払われる資金。

　　　　　　業績が良いとより多く交付される　⇒インセンティブ ･ボーナス

・その他支援

　　維持管理用資器材の提供、計画立案 ･運営に必要な人材の紹介

（４）事業評価・採択

　事業の評価・採択は、PDCA サイ
クルを導入し、事業継続性・妥当性の
向上・改善を図り、成果主義・競争性
を導入することにより一層の地域活

動・「まちづくり」の活性化を図る。
また、モニタリングにより「まちづく
り」等に関する好事例・アイデアを蓄
積することにより、知見化し、水平展
開していく。

【成果主義の導入による地域活動の活性化】

国 モニタリング 制度準備 ･導入から運営等の各段階の状況開示義務

地域 目標設定と業績評価 事業内容、目標、評価指標などを自主的に設定

国 成果に応じた資金提供 モニタリング、事業評価により事業効果に応じて交付金等を査定
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３
　�総合道路デザイン制度適用
の具体化方策

　総合道路デザイン制度適用に向けて
自治体へヒアリングを実施し、総合道
路デザイン制度を実践するための事業
計画及び実現化方策を検討した。
　事業計画は事業主体が街づくりのコ
ンセプトに基づいて当面取り組むソフ
ト施策やハード施策（短期メニュー）
を立案・決定し、地域連携を深めるソ
フト施策を先行して取り組んでいくこ
ととする。事業の進め方としては、地
域の連帯感・やる気を活用して地元主
体で取り組みを進め、行政の支援を得
ながら取り組みを拡大していくため、
段階的に進めていくことが重要であ
る。また、歩道の拡幅等の道路構造の
変更を伴うハード整備は中長期メ
ニューとして位置づけることで、短期
メニューとバランスを図りながら段階
的に取り組んでいくことが重要であ
る。

表　段階的な取り組みメニュー

段　　階 メ　ニ　ュ　ー 対　　策

短
期
メ
ニ
ュ
ー

ステッ
プ１

オープンカフェ、フリーマー
ケット、屋台、朝市の実施

たまり・休憩機能、交流機能
の確保対策

人力車による回遊性の確保 回遊機能の確保対策

ステッ
プ２

沿道への駐輪スペース構築 放置自転車対策

沿道と一体となったたまり空
間の形成

たまり・休憩機能、交流機能
の確保対策

案内サインの設置 回遊機能の確保対策

ステッ
プ３

歩道のバリアフリー化と沿道
建物のファサードの統一

バリアフリー機能、景観機
能、歴史・文化機能

携帯電話の画面を活用した割
引サービスの実施

回遊機能の確保対策

中
長
期
メ
ニ
ュ
ー

車道の削減
歩行者・自転車通行空間機能
の確保対策

歩道の拡幅

自転車通行帯の整備

駐輪場の設置 放置自転車対策

沿道と一体となったたまり空
間の形成

たまり・休憩機能、交流機能
の確保対策

図　PDCAによる継続的改善（イメージ）

基礎部分

（固定）

成果連動

部分

交付金決定

評価基準の設定

モニタリング

業績評価

次年度の交付金決定

	 事業計画策定	 （Plan）
↓

	 事業実施	 （Do）
↓

	 自主業績評価	 （Check）
↓

	 改善方策の検討	 （Action）

１
年
目

	 事業計画策定	 （Plan）
↓

	 事業実施	 （Do）
↓

	 自主業績評価	 （Check）
↓

	 改善方策の検討	 （Action）

２
年
目

※�他地区と比較してより多くの成果を上
げた住民組合法人等に、より多くの交
付金が下りる仕組とする。

＜国の役割＞　　　　　　　　　　　　 ＜地域：住民組合法人等の役割＞

好事例の水平展開
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　これらの事業メニューを実践するた
めの実現化方策として、個別メニュー
毎に「実施概要、概算コスト、実施効
果、実施主体、役割分担・費用負担

等」を具体的に検討した。一例とし
て、「沿道への駐輪スペース構築」と
「歩道のバリアフリー化と沿道建物の
ファサード統一」を以下に示す。
 

沿道への駐輪スペース構築

対策の趣旨 中心市街地内の自転車、バイク等の違法駐輪を解消し、買い物しやすい環境を整備するため、駐
輪スペースを設置する。

対策実施箇所 ○金融機関の土曜休日の駐車スペース（ケース①）
○現在、活用されていない空き地（ケース②）
○既存のコインパーキング（ケース③）

実施概要 ○�国道20号の道路空間で駐輪可能なスペースを抽出し、協議会と土地所有者、行政との協議の
上、駐輪スペースの整備・管理・運営・清掃等を行う。また、商店街との連携により、駐輪代
の割引サービスを利用者に提供する。
■整備箇所（案）

■イメージ

概算コスト ○駐輪施設：約１,７００万円（平置き屋根無２段ラック）
○維持運営：約３５０万円（24ｈオープン、定期使用のみ）

実施効果 ○既存商店街の集客力向上
○放置自転車の解消による歩行者の安全性向上と商店街の魅力向上
○国道２０号、ユーロード、駅前通りの回遊性向上

実施主体 施設管理・運営・清掃：協議会

役割分担・費用負担 ケース① �行政が駐輪施設を整備し、地元商店街等が清掃等を行う。
土地所有者には、行政より土地利用代を支払う。

ケース②③行政が駐輪施設を整備し、地元商店街等が清掃等行う。
土地所有者には、行政より土地利用代を支払う。
有料駐輪場の場合、行政が駐輪施設を整備し、協議会が施設管理・運営を行う。

実施スケジュール 短期（関係機関の協議後）
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歩道のバリアフリー化と沿道建物のファサードの統一

対策の趣旨 中心市街地の歩道をだれもが歩きやすいバリアフリー化を進めると同時に、宿場町として歴史・
景観のあふれる商店街の顔（ファサード）を統一する。

対策実施箇所 ○国道２０号の対象エリア

実施概要 ○�国道２０号の歩行空間のバリアフリー化を道路管理者が実施するとともに、整備に合わせて、協
議会の出資により宿場町としての歴史・文化の感じられるファサードを整備する。
■整備箇所（案）

■イメージ

出典）美濃路大垣宿　大垣市

概算コスト ○歩道のバリアフリー（道路管理者）：約１億円
○ファサード整備（総事業費）：約３,４００万円

実施効果 ○国道２０号沿道のイメージアップ、地域の活性化
○歩行者の安全性向上と商店街の魅力向上、にぎわい創出
○国道２０号、ユーロード、駅前通りの回遊性向上

実施主体 道路管理者：歩道整備等
協議会：ファサード整備・管理・清掃等

役割分担・費用負担 協議会：地域の意見の集約、ファサードの整備および費用負担
行政：ファサード整備の補助、ＰＲ広報
道路管理者：歩道のバリアフリー化の整備および費用負担

実施スケジュール 短期（ファサードの統一　できるところから。フラワーポット等）
長期（歩道のバリアフリー化、アーケード等ファサード全体の整備）

４ 　おわりに

　総合道路デザイン制度は、地域住民
が主体となり「道路空間と沿道空間の
一体的整備」を行うための制度であ
り、本制度によって地域住民の要望が
高く、すぐにでも実施できる整備を行
うことが重要である。また、本制度に
よって地域住民が主体となった取組み

を通じて地域の「人のつながり」を再
生し、それによって芽生える地域の
「連帯感」・「やる気」を活用しなが
ら、商業者、地域住民、行政・関連団
体等の多様な主体が協同・参加し、そ
の中から成功体験を得ることによって
「賑わい」が生まれ、さらにその「賑
わい」の輪が広がっていくような街づ
くりを支援していこうというものであ

る。
　今後は、総合道路デザイン制度を実
践するために、ケーススタディー対象
道路を選定し、準備会・協議会の設立
や事業実施に向けた準備を行い、事業
を実施し、制度の熟度を高めることが
必要である。

整備イメージ整備イメージ 整備イメージ整備イメージ
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１．はじめに
　ズィン マレーシア公共事業省大臣
を団長とする視察団一行が６月上旬、
日本の ETC・ITS 関連施設視察のた
め訪日した。今回の訪日メンバーには
ズィン大臣以外にも、高速道路庁総
裁、クアラルンプール市長等、マレー
シアに於ける ETC・ITS 分野に係る
主要機関の責任者（計14名）らそうそ
うたるメンバーで構成されていた。そ
の日程の中で、国土交通省主催による
ETC・ITS に関する意見交換会が開
催され、HIDO 及び ITS-JAPAN がそ
れぞれ「グローバル ETC」と「日本
の ITS」の紹介を行った。（グローバ
ル ETC とは日本の ETC 技術をベー
スに当機構が中心となって開発した、
アジア諸国向けの ETC システムであ
る。）
２．マレーシアでのETCの現状
　現在、マレーシアでは非接触カード
を用いたタッチアンドゴー及び赤外線

方式による ETC システムが全国の高
速道路で広く運用されている。しか
し、更なる渋滞緩和対策として、新た
に無線方式による ETC システムの導
入が検討されており、欧州の CEN 方
式が有力な候補とみられていた。これ
に対して、今回のプレゼンによって、
日本のアクティブ方式による ETC も
比較検討の対象となった。
３�．グローバルETC公道実証実験に
向けて

　意見交換会の席で、HIDO よりクア
ラルンプール市にてグローバル ETC
公道実証実験の提案を行い、ズィン大
臣の快諾のもと、実験を実施する方向
で合意した。この公道実験は次の
ETC システムの方式選定にあたって
の比較検討の一環として、課金や不正
防止など技術面／運用面での信頼性・
実用性等について検証を行うものであ
る。実施場所はクアラルンプール市の
西側に位置する高速道路の１路線を予

定しており、現在、実験実施に向け
て、関係機関での調整が進められてい
る。
　今回の HIDO のプレゼン活動が日
本の ETC 及び ITS 技術のアジア諸国
への普及の一助となれば幸いである。

（ＩＴＳ統括研究部　遠藤・戸谷）

ズィン・マレーシア公共事業省大臣ら視察団一行が来日

平成20年度 ITS セミナー　開催される

はじめに
　７月15日（火）と16日（水）の２日
間にわたり、HIDO 主催による ITS
セミナーが開催されました。本セミ
ナーは、今年度から新たに ITS の更
なる普及を目指して、当機構賛助会員
に加えて一般の方にも大勢参加して頂
けるように募集対象を拡げると共に、
受講料も無料とさせて頂いての開催と
なりました。その結果、定員を大きく
上回る申し込みがありました。

　今回のセミナーでは、「安全・安
心」をメインテーマにおいて、交通安
全や災害情報提供などと ITS との関
わりについて様々なカリキュラムを組
みました。そして今年度も、電気、通
信、自動車メーカー、ゼネコン、建設
コンサルタント会社等、多種多様な幅
広い業種の方々が参加されて、「安
全・安心」に関わる国土交通省や自動
車メーカーの動向、目指すサービス、
技術開発の状況などについて聴講して

頂きました。
　また、２日目の午後から実施した現
地調査では、NEXCO 中日本殿のご協
力を頂き、川崎にあります交通管制セ
ンターを訪問いたしました。

講義
　２日間にわたるセミナーでは、千葉
工業大学の赤羽弘和教授、国総研道路
空間高度化研究室の松本幸司氏、国総
研 ITS 研究室の畠中秀人氏、トヨタ
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自動車の石鍋寿久氏、NHK 放送技術
研究所の渋谷一彦氏ら、各分野におけ
る第一人者を講師として迎え、別添の
カリキュラムのように、交通安全と最
新の ITS 技術動向や地上波デジタル
放送と ITS の関わりなど、豊富な事
例を交えた大変判りやすい内容の講義
をして頂きました。事後のアンケート
調査結果からも大変高い評価をいただ
き、とても満足度の高い講義内容でし
た。
　また、毎年恒例となりましたグルー
プ討議の時間帯では、「災害情報と交
通システム─情報不足と混乱」という
テーマのもと、参加者が複数のグルー
プに分かれて、それぞれのグループに
て活発な意見交換が行われました。グ
ループ討議に参加された皆さんから
は、日ごろ接することの少ない他業種
の方との意見交換をする機会を得られ
て、とても有意義な時間であったとの
感想をたくさん頂き、グループ討議の
人気の高さを再確認いたしました。

現地調査
　セミナー第２日目の午後には毎年好
評の現地調査を行いました。今年度
は、NEXCO 中日本殿のご協力をいた
だき、川崎にある交通管制センターを
訪問させていただきました。
　最初に、NEXCO 中日本殿の概要に

ついて説明を受けた後、現在計画中の
第二東名高速道路への ITS 適用など
の構想につき講義をして頂きました。
そして、交通管制室の見学をさせて頂
きました。
　事後のアンケートの結果でも、今回
の現地調査は、NEXCO 中日本殿の熱
意ある説明が大変好評で、普段直接見
ることが難しい設備の見学も出来、参
加された方々は大変満足された様子で
した。

おわりに
　HIDO 主催による ITS セミナーは
今年で９回目です。今年度は、従来の
賛助会員向けの有料セミナーから大き
く方針をかえ、ITS に携わる公益法人
として、広く多くの方に ITS を理解
して頂こうとの趣旨の基、セミナーの
無料化、そして一般の方にも窓口を拡
大しての開催でした。その成果もあ
り、今年は会場の定員を大きく上回る
申し込みがありました。カリキュラ
ム、講義内容とも概ね好評をいただ
き、セミナー実施後のアンケートで
も、「内容が充実している」、「ITS や
道路交通の現況、また防災について有
用な情報が得られた」など肯定的な感
想が多く寄せられていました。セミ
ナー全体に対する評価も約75％の方が
「大変良かった」又は「良かった」と

回答していただけました。
　今後は参加者の方々から寄せていた
だいた要望等を踏まえ、来年度以降も
さらに有益で効果的なセミナーを開催
していきたいと考えております。
（ITS 統括研究部調査役　遠藤太嗣）
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「平成20年度　ITS セミナー」カリキュラム

月／日 会　場 時　　間 カ　リ　キ　ュ　ラ　ム

第１日

７／15（火）

HIDO 内
会議室

9：40～9：50 ◇開講挨拶 （財）道路新産業開発機構
　専務理事� 田中正章

9：50～10：50 ◇ ITS 的交通安全 千葉工業大学　工学部
　建築都市環境学科　教授� 赤羽弘和氏

（10：50～11：00） 　　（休　憩）

11：00～12：00 ◇交通事故発生状況と交通対策 国土技術政策総合研究所　道路空間高度化研究室
　主任研究官� 松本幸司氏

（12：00～13：30） 　　（昼　食）

13：30～14：30 ◇スマートウエイの取り組み
　─安全運転支援システム大規模季語実証実験に向けて

国土技術政策総合研究所
　ITS 研究室長� 畠中秀人氏

（14：30～14：40） 　　（休　憩）

14：40～15：40 ◇�トヨタ自動車の交通安全活動について
　─交通事故死傷者ゼロに向けて─

トヨタ自動車（株）IT・ITS 企画部
　調査渉外室　グループ長� 石鍋寿久氏

（15：40～15：50） 　　（休　憩）

15：50～17：00 ◇討論会　災害情報と交通システム
　─情報不足と混乱

（財）道路新産業開発機構
　ITS 統括研究部　次長� 浦野隆

第２日

７／16（水）

HIDO 内
会議室

9：30～10：30 ◇防災対策と地震情報提供システム （財）道路新産業開発機構
　企画開発部長� 冨岡寛

（10：30～10：40） 　　（休　憩）

10：40～11：40 ◇地上デジタル放送と交通システム NHK放送技術研究所
　主任研究員� 渋谷一彦氏

（11：40～13：00） 　　（昼　食）

川崎市 13：00～17：00 ◇現地調査
　・NEXCO中日本　川崎管制センター

管制センター見学
　講義─第二東名高速の構想（課題）

宮前平（途中下車可）→ 渋谷駅（解散）

第55回理事会の開催

　５月31日（月）に第55回理事会が開
催され、以下のとおり議決されまし
た。
１�．平成19年度事業報告及び収支決算

案について、原案どおり承認されま
した。平成19年度収支計算書は、表
１のとおりです。

２�．平成20年度事業計画及び収支予算
案について、原案どおり承認されま
した。

　平成20年度収支予算書は、表２のと
おりです。
３�．国土交通省改革本部最終報告及び

寄付行為の変更案について、原案ど
おり承認されました。

４�．評議員の委嘱について、現評議員
のうち、異動などにより７名の方が

交替されました。交替された評議員
は、表３のとおりです。（１及び２
について、詳しくは当機構ホーム
ページをご覧下さい。）

役員の交替
　平成20年７月17日
　　辻　英夫常務理事　辞任
　平成20年７月18日
　　鈴木克宗常務理事　就任
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表3　改選された評議員

氏　名 所　　属 役　　職

矢野　　厚 住友電気工業（株） 常務取締役

四方　　進 三菱電機（株）
常務執行役　
社会システム事業本部長兼 ITS 推進本部長

藤原　啓史 オムロン（株）
執行役員常務
ソーシァルシステムズ・ソリューション＆サービス・ビジネスカンパニー社長

高田　　優 日立電線（株） 理事

土屋　幸三郎 （株）大林組 執行役員土木本部副本部長

石垣　和男 （株）熊谷組 常務取締役

幸　　和範 阪神高速道路（株） 常務取締役

第24回評議員会の開催

　６月13日（金）に第24回評議員会が
開催されました。代理及び委任状を含
め、35名の出席がありました。村瀬評

議員が議長となり、田島常務理事等か
ら、寄付行為の変更案及び国土交通省
改革本部最終報告、平成19年度事業報

告及び収支決算案並びに平成20年度事
業計画及び収支予算案について説明が
ありました。

表１　平成19年度収支計算書（単位：円）

勘　　定　　科　　目 決算額

Ⅰ　事業活動収支の部

　１　事業活動収入

　　　会費収入 180,650,000

　　　事業収入 1,979,038,950

　　　その他収入 22,020,593

　　　事業活動収入計 2,181,709,543

　２　事業活動支出

　　　事業費支出 1,982,937,680

　　　管理費支出 182,084,079

　　　事業活動支出計 2,165,021,759

　　　　事業活動収支差額 16,687,784

Ⅱ　投資活動収支の部

　１　投資活動収入 24,049,543

　２　投資活動支出 164,657,879

　　　　　投資活動収支差額 △140,608,336

　　　　　当期収支差額 △　23,920,552

　　　　　前期繰越収支差額 1,140,009,899

　　　　　次期繰越収支差額 1,016,089,347

表２　平成20年度収支予算書（単位：円）

勘　　定　　科　　目 予算額

Ⅰ　事業活動収支の部

　１　事業活動収入

　　　会費収入 170,000,000

　　　事業収入 1,600,000,000

　　　その他収入 21,700,000

　　　事業活動収入計 1,791,700,000

　２　事業活動支出

　　　事業費支出 1,557,000,000

　　　管理費支出 191,700,000

　　　事業活動支出計 1,557,000,000

　　　　事業活動収支差額 43,000,000

Ⅱ　投資活動収支の部

　１　投資活動収入 869,400,000

　２　投資活動支出 1,117,000,000

　　　　　投資活動収支差額 △247,600,000

Ⅲ　予備費支出 1,000,000

　　　　　当期収支差額 △205,600,000

　　　　　前期繰越収支差額 1,016,089,347

　　　　　次期繰越収支差額 810,489,347
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○�道路行政セミナーのホームページ掲
載について

　道路行政セミナーは、道路広報セン
ターにおいて平成２年４月に創刊さ
れ、道路行政に関する専門誌として、
毎月発行されてきましたが、この度、
平成20年10月号より、財団法人道路新
産業開発機構において道路行政セミ
ナーを引き継ぐこととなりました。
　従来までは冊子を媒体とした情報提
供でしたが、今後は、当機構のホーム
ペ ー ジ（http://www.hido.or.jp/） に
て、情報提供を行ってまいります。従
前よりの道路行政に関する専門誌とし
ての役割は変えることなく、これまで
と同様に道路行政の課題・道路法令等
に関する解説・道路管理の取組み事例
等を、毎月配信していくこととしてお
ります。どなたでも無料にて閲覧でき
ますので、引き続きご愛読くださいま
すようお願い申し上げます。（図１）

○メールマガジンの配信について
　最新号をホームページに掲載する際
には、本編の見出し・ポイントとなる
文章を含むメールマガジンの配信を行
います。配信を希望される方は、件名
を道路行政セミナーとした上で、本文
に貴社名・ご担当者名・メールアドレス
を記載の上 RAseminar@hido.or.jp ま
でメールを送信してください。（図２）

○バックナンバーについて
　平成２年４月の創刊号以降の誌面
を、バックナンバーとして順次ホーム
ページに掲載していく予定です。これ
からの道路行政セミナー同様、無料に
て閲覧が可能となりますので、過去の
記事を日頃の業務等にお役立ていただ
ければ幸いです。

○おわりに
　道路行政に関する専門誌として、道
路行政に関わる方々のお役にたてます
よう内容の充実を図ってまいりたいと
思っておりますので、掲載記事に関し
てご意見・ご要望がございましたらご
連絡いただけますようお願いいたしま
す。

【担当】
松澤、近藤
【メールアドレス】
RAseminar@hido.or.jp

道路行政セミナーのホームページ掲載について
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図１　ホームページ掲載イメージ 図２　メールマガジン配信イメージ
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